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研究成果の概要（和文）：教育システム設計の理論的基盤を確立するために、現代の教育理論、

社会理論や政治哲学がどのように役立つのかを検討した。教育が果たす社会的機能を考えると、

社会の多様な領域の制度との関わりを抜きにして教育システムを構想するのは問題をはらむと

いうことが明確になった。本研究では、社会のさまざまな領域の制度、特に福祉や労働の制度

を支える諸原理と教育システムを構成する諸原理とを一貫した論理、または相補的な論理でつ

なぐ考察を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：We examine how contemporary educational theories, social theories 
and political theories can contribute to build reliably the theoretical base for designing 
actual educational systems. If we consider that public education plays many kinds of 
social functions,  we need to keep our eyes open for the connection between education 
and other social systems when we build the theoretical base for designing educational 
systems. In order to realize this purpose, this study has tried to connect compensatively 
or synchronously many principles which constitute educational system and the ones which 
constitute other social systems, especially social welfare system and labor system. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本の教育社会学の領域で「理論」として
語られるのは、多くの場合方法論を論理化し
たものにすぎない。バーンステインやブルデ
ュー、ルーマンなど、「理論」として注目さ

れるものは、もともとの彼らの著作に含まれ
た歴史的文脈や当該社会の固有性などが無
視され、脱文脈されて実証研究に利用される
「方法」に関わる部分にとどまっている。現
代の社会の動態を固有の歴史性を帯びた現
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象として説明する「社会理論」が、研究の中
に十分組み込まれてきていないのである。 
 特に教育システムの設計（ここでは、学校
制度や選抜・評価制度、カリキュラム、労働
市場とのリンクなど、教育に関わる制度的枠
組みの設計を指す）にあたっては、社会の現
状と社会がめざすべき価値についての理論
的な基礎が必要であるにもかかわらず、教育
社会学は、その基礎を欠いたまま、現実を切
り取って分析してきている。廣田(2009)が指
摘しているような規範欠如の中で、教育社会
学者はシステム設計の足場をもっていない
のである。 
 ネオリベラルな改革論が台頭したこの約
15 年間において、教育社会学は、改革論のネ
ガティブな帰結を指摘したり（藤田 1997､
1999 など）、意図せざる結果を実証したり（苅
谷 2001 、 本 田 2004 、 Lauder et.al. 
(eds.)1997,2006 など）してきたが、眼前の
改革への批判力はあるものの、今後のシステ
ムの設計に関しては、有効な研究も提言も出
しえていない。 
 こうした状況を打開するために、本研究で
は二つの知的潮流に注目した。 
 一つは、社会学や経済学を中心に発展して
きた、グローバル化やポスト産業化を視野に
入れた新しい現代社会論である。たとえば、
ベックやバウマン、ギデンズなど、個人化や
グローバル化に伴う流動化に注目する現代
社会論の系譜や、ライシュ、セネット、ステ
ィグリッツなど、グローバル経済による変動
に着目した現代社会論の系譜がある。また、
それらとは別に、フーコー―ドゥルーズ、
Ｊ・ヤングや酒井隆史のような、権力論―管
理社会論の系譜などがある。それらは、今ま
さに目の前で起きつつある社会変動を理論
化しようとする動きである。大きな変動に抵
抗するにせよ適応するにせよ、これからの教
育システムを設計するうえでの理論的基盤
の一つは、こうした理論的潮流に求められる。 
 もう一つは、ロールズの『正義論』以降、
リベラリズムの政治思想の分野で展開して
きた規範理論の蓄積である。ノージックのよ
うなリバタリアニズムが求める社会像と、サ
ンデルのようなコミュニタリアニズムが求
める社会像とは、まったく異なっている。こ
れからの教育システムの設計の基盤を、規範
理論から導かれる正義や善に求めるとする
と、多様に展開した規範理論のどの立場にコ
ミットするかによって、システム設計の方向
は 大 き く 違 っ て く る 。 ガ ッ ト マ ン
(1999=2004)や宮寺(2006)などが取り組んで
きているが、課題は多い。 
 これら二つの知的潮流が、現代日本の教育
システム設計にどこまでどう使えるのか、そ
れらが相互にどういう関係にあるものと考
えればよいのかを見きわめることは、重要な

課題である。現代日本の教育社会学や教育学
が、教育システムの設計に関して、これまで
不十分だった理論的な足場を探ることにな
る。 
 
２．研究の目的 
 現代社会の特質を理論的に解明する社会
学・経済学の分野を中心にした社会理論と、
主に政治思想の分野で展開してきたリベラ
リズムの規範理論とが、教育システムの設計
に関してそれぞれどのような理論構築をし
てきたか、また、それぞれが現代日本の現実
の教育システムとどこまで整合的なのかを
検討するのが本研究の目的である。その作業
は、冷戦期の諸理論、ネオリベラルな経済思
想や行政学理論などとの間での論点の対立
を明確化させつつ、社会理論にもとづく教育
システム設計と、規範理論にもとづく教育シ
ステム設計との二つをどこまで整合的に関
係づけることができるかを見きわめ、両者が
統合された地点から現実の教育システムを
設計していく理論的な可能性を明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、各年度数回開く全体会と毎年１
回の合宿とを扇の要にしつつ、３つのグルー
プがそれぞれ定期的に開催する研究会で個
別課題に取り組み、研究を進めた。ただし、
各グループの研究会の案内はメンバー全員
に流し、誰でも他グループの研究会に参加で
きるようにすることで、領域横断的な議論の
深まりを可能にした。また、１年目は米国に、
２年目はドイツにおいて、それぞれ研究者か
らのヒアリング調査を実施し、欧米における
社会理論、規範理論の最新動向を確認した。 
 １・２年目は、１）規範理論と教育システ
ム設計との整合性、２）社会理論と教育シス
テム設計との整合性を、それぞれ教育システ
ムの現状及び設計案と照らし合わせながら
検討するとともに、３）現代日本の教育シス
テムの現状と設計案を歴史的観点から検討
し、その固有の文脈を考察していった。３年
目は、公開シンポジウムを実施し、それら３
つの視点からの考察の間の整合性を探りつ
つ、統一的な視野に収める作業を行った。 
 
４．研究成果 
 教育システムの設計（ここでは、学校制度
や選抜・評価制度、カリキュラム、労働市場
とのリンクなど、教育に関わる制度的枠組み
の設計を指す）にあたって重要な課題として、
１）教育という分野と福祉分野・労働分野と
の関係をどのように考えるか、２）教育に関
する規範的な理論分野と、実証を元にした議
論との関係をどのように考えるか、３）現代
の大きな社会変動が教育システム設計に及



ぼす影響を、規範理論・実証研究のそれぞれ
がどのように考えるか、の３点が考察の軸に
なった。複数の視点からの報告を組み合わせ
たミニ・シンポをそれぞれの主題で開催し、
検討を行ったが、明らかになった点は多岐に
わたる。 
 特に個人化する社会における個々人の生
存を保障するしくみとしての福祉や労働な
どがどのような状況にあるか（あるいはどう
設計されるか）が、同じく個々人の生存を保
障する機能を持つ教育システムの具体的な
在り方の自由度を大きく左右するという点
は確認された。 
 また、上記３つの中心課題から派生する具
体的な諸課題を、高等教育、ジェンダー、心
理主義化、人的資本など、個別の課題を扱う
研究会を開催するとともに、各自の専門分野
や対象に即して、本研究課題に関わる論点を
深める報告を行い、それをもとに議論した。 
 全体として、社会の現状と社会がめざすべ
き価値についての理論的考察をふまえて、教
育学が教育システムの設計に関わる原理を
展開していくために必要なポイントのいく
つかが明確になった。 
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